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● 学長を表敬訪問

● 大学院調整額の支給方法が改善

和田隆志学長に

ご挨拶に伺いました。

４月２１日、今年度新たに就任された和

田隆志学長に執行部が挨拶に伺いました。

１５分という限られた時間であったため、

挨拶とともに今後の組合と大学側の協力関

係についてざっくりとしたお話をさせて頂

きました。

まずは良好な関係づくりに向けて、組合

と学長の定期的な懇談の機会を設けること

を提案しました。対立するのではなく、学

長、大学当局と良好な協力関係を築き、非

常勤を含めた教職員の職場環境の改善を目

標としていることをお伝えしました。

近年実施されてきたさまざまな改革によ

り、教職員ひとり一人の業務負担が過多に

なりつつあり、再検討を必要とする課題が

数多く存在しています。これら諸課題につ

いて今後しっかり議論し解決に向けて着実

に進むことができるよう、協力をお願いし

ました。

また、学長への挨拶の後、職員課の方々

とも今後の予定について簡単な打ち合わせ

を行いました。放置され積み残された課題

が多数あります。新たな学長に期待すると

共に、組合としても引き続き諸課題の解決

に向けて気を引き締めて取り組んで行く所

存です。
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今年度はこのメンバーで活動しています



大学院調整額の支給方法が改善

ちなみにこれまでは、給与規程の支給要

件で「１年で２単位以上」としている一方

で、実務的には、支給開始は「各クオーター

の単位数の合計が２単位に達した時点」か

らでした。したがって、例えば、

（１）「Ｑ１（２単位）、Ｑ２（０）」で

あれば、支給はＱ１からなのに対して、

（２）「Ｑ１（０単位）、Ｑ２（２）」or

「Ｑ１（１）、Ｑ２（１）」であれば、

支給はＱ２からでした。

教員の負担は全く同じですが、（２）は

Ｑ１の手当が支給されていなかったのです。

極端ですが以下の可能性もあり得ました。

●Ｑ１（０単位）、Ｑ２（０）、Ｑ３（０）、

Ｑ４（２）の場合、支給はＱ４のみ

●Ｑ１（２単位）、Ｑ２（０）、Ｑ３（０）、

Ｑ４（０）の場合、支給はＱ１～Ｑ４。

これは明らかに不公平でしたので、改善

を求めていました。

＊大学院担当に係る「調整数２」「調整数
３」と「調整数１」は併給されませんの
で、調整数２以上が支給されている場合
は該当しません。

大学院の講義等を担当する場合に支給される「大学院調整数１」が支給さ
れるタイミングが不公平であったため、昨年７月に改善を求めていました。
その結果、今年４月から以下の様に改められています。

当該年度の開講予定が４月の段階で調整数１の支給要件（＝年

間を通じて２単位）を満たしていれば（webシラバスに予定が

入力されていることが必要）、Ｑ１から手当を支給する。

年度途中で要件を満たさないことが判明した場合（開講はして

いても、履修者がいなかった場合など）、それ以降について、

手当は支給しない。既に支払った分は遡及して減額しない。

全ての年俸制で、「大学院調整額」

は諸手当として、年俸とは別に支給

する仕組みです。大学院調整額は月給制

と同じタイミングで支給されています。

ただし、月給制は期末勤勉手当の基礎額

に大学院調整額が含まれているのに対し

て、年俸制は含まれていないので、大学

院調整額を月給制と同じ金額（規定の額）

とすると不利になります。そこで、年俸

制の場合は、規定の大学院調整額に期末

勤勉手当の月数分を乗じて、１２分割し

た金額を加えて支給されています。

（注意）年俸制への大学院調整額の支給については以下のとおり。

未だ加入されていない方は、是非組合に加入してください。
組合員が多数になれば組合の交渉力もより強まります。

組合を通して大学に意見を表明し、要求を実現しましょう。

４月から


